
基本情報項目調査表 

（介護予防短期入所生活介護） 

＜記載要領＞ 

【共通事項】 
 
■記入年月日 

記入年月日を記載すること。 
 
■記入者名 

省令第 140条の 51第２号に規定する調査客体を代表する者の名称（以下、「記入者」
という）を記載すること。 

 
■所属・職名 

記入者の所属部署の名称及びその職名について、記載すること。 
 



１．事業所を運営する法人等に関する事項 
 

■法人等の名称、主たる事務所の所在地及び電話番号その他の連絡先 
●「法人等の名称」 

a 「法人等の種類」 

法人である場合には「あり」に記すとともに、下記から選択すること。また、

法人ではない場合には「99 その他」を選択すること。 

01 社会福祉協議会以外の社会福祉法人 

02 社会福祉協議会 

03 医療法人 

04 社団法人又は財団法人 

05 営利法人（株式会社等） 

06 特定非営利活動法人 

07 農業協同組合 

08 消費生活協同組合 

09 その他の法人 

10 都道府県 

11 市町村 

12 広域連合・一部事務組合等 

99 その他 

b 「名称」 

当該法人等の名称を記載すること。なお、記載内容については、登記事項等

との整合性を図ること。 

●「法人等の主たる事務所の所在地」 

当該法人等の主たる事務所の住所について、当該都道府県名、市区町村名、番地

等を記載すること。なお、記載内容については、登記事項等との整合性を図ること。 

●「法人等の連絡先」 

a 「電話番号」 

 利用者からの照会等に対応する当該法人等の電話番号を記載すること。 

b 「FAX 番号」 

 利用者からの照会等に対応する当該法人等の FAX番号を記載すること。 

c 「ホームページアドレス」 

 当該法人等の情報が掲載されているホームページがある場合には「あり」に

記すとともに、そのアドレスを記載すること。また、当該法人等の情報が掲載

されているホームページがない場合には「なし」に記すこと。 

 



■法人等の代表者の氏名及び職名 
a 「氏名」 

 当該法人等の代表者の氏名を記載すること。 

b 「職名」 

 代表者の当該法人内の職名を記載すること。 

 
■法人等の設立年月日 

当該法人等の設立年月日を記載すること。なお、記載内容については、登記事項等と

の整合性を図ること。 
 

■法人等が当該都道府県内で実施する介護サービス 
当該法人等が当該都道府県内で、当該報告に係る介護サービスを含む介護サービス（法

の規定に基づく指定又は許可を受けている介護サービスをいう）を実施している場合に

は、介護サービスの種類ごとに「あり」に記すとともに、当該介護サービスを行う事業

所の数を記載すること。さらに、そのうち主な当該事業所の名称及びその所在地につい

て１つ記載すること。 
 



２．介護予防サービスを提供し、又は提供しようとする事業所に関する事項 
 

■事業所の名称、所在地及び電話番号その他の連絡先 
当該報告に係る介護サービスを提供する事業所「（以下、「事業所」という）の名称、

所在地及び電話番号、FAX番号及びホームページアドレスを記載すること。また、「市区
町村コード」の欄には、総務省自治行政局地域情報政策室が設定している「全国地方公

共団体コード」から、当該報告に係る介護サービスを提供する事業所の所在地のコード

番号を記載すること。なお、記載内容は、都道府県知事への届出事項等との整合性を図

ること。 
 

■介護保険事業所番号 
当該事業所の介護保険事業所番号を記載すること。 

 
■事業所の管理者の氏名及び職名 

a 「氏名」 
当該事業所の指定介護予防サービス基準第 130条に規定する管理者（以下、「管理

者」という）の氏名を記載すること。 

b 「職名」 
管理者の当該事業所内の職名を記載すること。 

 
■事業の開始年月日若しくは開始予定年月日及び指定若しくは許可を受けた年月日（指

定又は許可の更新を受けた場合にはその直近の年月日） 

●「事業の開始（予定）年月日」 

当該報告に係る介護サービスの提供を開始した年月日を記載すること。なお、当

該報告時に当該介護サービスの提供の開始を予定している事業所等にあっては、開

始予定年月日を記載すること。 

●「指定の年月日」 

当該報告に係る法第 53 条第１項に規定する指定介護予防サービス事業者の指定を

受けた年月日を記載すること。 

●「指定の更新年月日（直近）」 

当該報告に係る法第 115 条の 11 において準用する法第 70 条の２第１項に規定す

る指定介護予防サービス事業者の指定の更新を受けた直近の年月日を記載すること。

なお、報告時に当該指定の更新を受けたことのない事業所にあっては、当該指定を

受けた年月日を記載すること。 

 
■生活保護法第 54条の２に規定する介護機関の指定の有無 



当該報告に係る生活保護法第 54条の２に規定する介護機関の指定を受けている場合に
は、「あり」に記すこと。 

 
■事業所までの主な利用交通手段 

当該事業所の最寄りの公共交通機関の駅等の名称、当該最寄りの駅等から当該事業所

までの主な交通手段、所要時間等について記載すること。 
 



３．事業所において介護予防サービスに従事する従業者に関する事項 
 
■職種別の従業者の数、勤務形態、労働時間、従業者１人当たりの利用者数等 
●「実人数」 

以下の者について、常勤及び非常勤の勤務形態別に、当該業務に係る専従及び非

専従に該当する者及びその合計の人数を記載すること。また、それぞれ常勤換算人

数を記載すること。 

① 医師（指定介護予防サービス基準第 129 条第１項第１号に規定する「医師」
をいう） 

② 生活相談員（指定介護予防サービス基準第 129条第１項第２号に規定する「生
活相談員」をいう） 

③ 看護職員（指定介護予防サービス基準第 129 条第１項第３号に規定する「看
護職員」をいう。以下、同じ） 

④ 介護職員（指定介護予防サービス基準第 129 条第１項第３号に規定する「介
護職員」をいう。以下、同じ） 

⑤ 管理栄養士 
⑥ 栄養士（指定介護予防サービス基準第 129 条第１項第４号に規定する「栄養

士」をいう。以下、同じ） 
⑦ 機能訓練指導員（指定介護予防サービス基準第 129 条第１項第５号に規定す

る「機能訓練指導員」をいう。以下、同じ） 
⑧ 介護支援専門員 
⑨ 調理員 
⑩ 事務員 
⑪ その他の従業者 

●「１週間のうち、常勤の従業者が勤務すべき時間数」 

常勤換算方法により用いた常勤の従業者が勤務すべき時間数の１週間の延べ時間

数を記載すること。なお、職種により常勤の従業者が勤務すべき時間数が異なる場

合には、主な職種の常勤の従業者が勤務すべき時間数を記載すること。 

●「従業者である介護職員が有している資格」 

以下の資格を有する介護職員について、当該業務に係る専従及び非専従に該当す

る者の人数を記載すること。 

① 介護福祉士 

② 介護職員基礎研修 

③ 訪問介護員１級 

④ 訪問介護員２級 

⑤ 訪問介護員３級 



⑥ 介護支援専門員 

●「従業者である機能訓練指導員が有している資格」 

以下の資格を有する機能訓練指導員について、常勤及び非常勤の勤務形態別に、

当該業務に係る専従及び非専従に該当する者の人数を記載すること。 

① 理学療法士 

② 作業療法士 

③ 言語聴覚士 

④ 看護師及び准看護師 

⑤ 柔道整復師 

⑥ あん摩マッサージ指圧師 

●「管理者の他の職務との兼務の有無」 

管理者が当該報告に係る介護予防サービスの管理者以外の職務を兼務している場

合には、「あり」に記すこと。「管理者が有している当該報告に係る介護予防サービ

スに係る資格等」欄には、管理者が当該報告に係る介護予防サービスに係る資格等

を有している場合には、「あり」に記すとともに、その資格等の名称を記載すること。 

●「看護職員及び介護職員１人当たりの利用者数」 

「介護予防サービスの利用者への提供実績」の利用者数を、「実人数」の③及び④

に係る常勤換算人数の合計で除した人数を記載すること。 

●「夜勤（宿直を除く）を行う看護職員及び介護職員の人数」 

夜勤（宿直を除く）を行う当該介護予防短期入所生活介護事業所における看護職

員及び介護職員のうち、夜間時間帯の最少時及び平均の人数を記載すること。なお、

記載内容については、当該事業所の夜勤を行う一般的な人員体制を踏まえること。 

●「医師の氏名」 

主な医師（嘱託を含む）１人の氏名を記載するとともに、その勤務先及び担当し

ている診療科の名称を記載すること。 

 

■従業者の当該報告に係る介護予防サービスの業務に従事した経験年数等 
●「前年度１年間の採用者数」 

当該事業所における前年度１年間の医師、生活相談員、介護職員、看護職員、管

理栄養士、栄養士、機能訓練指導員及び介護支援専門員の採用者数を、常勤及び非

常勤の勤務形態別に記載すること。 

●「前年度１年間の退職者数」 

当該事業所における前年度１年間の医師、生活相談員、介護職員、看護職員、管

理栄養士、栄養士、機能訓練指導員及び介護支援専門員の退職者数を、常勤及び非

常勤の勤務形態別に記載すること。 

●「業務に従事した経験年数」 



介護予防短期入所生活介護の提供に当たる医師、生活相談員、介護職員、看護職

員、管理栄養士、栄養士、機能訓練指導員及び介護支援専門員の当該業務に従事し

た経験年数について、１年未満、１年から３年未満、３年から５年未満、５年から

10 年未満又は 10 年以上経験を有する者に該当する人数を記載すること。 

 

■従業者の健康診断の実施状況 
全ての従業者の健康診断を実施している場合には「あり」と記すこと。なお、全ての

従業者とは、健康診断を受けないことを希望した者を除いて、労働安全衛生法第 66条第
１項に規定する健康診断を義務付けられた者以外も含むものとする。 

 



４．介護予防サービスの内容に関する事項 
 

■事業所の運営に関する方針 
事業の目的、事業の運営等の方針について記載すること。なお、記載内容については、

指定介護予防サービス基準第 138 条（ユニット型指定介護予防短期入所生活介護にあっ
ては第 156条、一部ユニット型指定介護予防短期入所生活介護にあっては第 170条）に
規定する運営規程の内容等との整合性を図ること。 

 
■介護予防サービスの内容等 
●「機能訓練体制（介護報酬の加算）の有無」 

記入年月日の前月から前１年間において、指定介護予防サービス報酬基準別表「指

定介護予防サービス介護給付費単位数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」注３

に規定する機能訓練指導員に係る加算を受けた場合には「あり」に記すこと。 

●「認知症行動・心理症状緊急対応加算（介護報酬の加算）の有無」 

記入年月日の前月から前１年間において、指定介護予防サービス報酬基準別表「指

定介護予防サービス介護給付費単位数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」注４

に規定する「認知症行動・心理症状緊急対応加算」を受けた場合には「あり」に記

すこと。 

●「若年性認知症利用者の受入加算（介護報酬の加算）の有無」 

記入年月日の前月から前１年間において、指定介護予防サービス報酬基準別表「指

定介護予防サービス介護給付費単位数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」注５

に規定する「若年性認知症利用者受入加算」を受けた場合には「あり」に記すこと。 

●「送迎実施の有無」 

記入年月日の前月から前１年間において、指定介護予防サービス報酬基準別表「指

定介護予防サービス介護給付費単位数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」注６

に規定する「送迎加算」を受けた場合には「あり」に記すこと。 

●「療養食の実施（介護報酬の加算）の有無」 

記入年月日の前月から前１年間において、指定介護予防サービス報酬基準別表「指

定介護予防サービス介護給付費単位数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」ハに

規定する「療養食加算」を受けた場合には「あり」に記すこと。 

●「サービス提供体制強化加算（Ⅰ）（介護報酬の加算）の有無」 

記入年月日の前月から前１年間において、指定介護予防サービス報酬基準別表「指

定介護予防サービス介護給付費単位数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」ニに

規定する「サービス提供体制強化加算（Ⅰ）」を受けた場合には「あり」に記すこと。 

●「サービス提供体制強化加算（Ⅱ）（介護報酬の加算）の有無」 

記入年月日の前月から前１年間において、指定介護予防サービス報酬基準別表「指



定介護予防サービス介護給付費単位数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」ニに

規定する「サービス提供体制強化加算（Ⅱ）」を受けた場合には「あり」に記すこと。 

●「サービス提供体制強化加算（Ⅲ）（介護報酬の加算）の有無」 

記入年月日の前月から前１年間において、指定介護予防サービス報酬基準別表「指

定介護予防サービス介護給付費単位数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」ニに

規定する「サービス提供体制強化加算（Ⅲ）」を受けた場合には「あり」に記すこと。 

●「リハビリテーション等の実施状況」 

指定介護予防サービス基準第 147 条に規定する機能訓練を行っている場合には、

「あり」に記すとともに、その内容を記載すること。 

●「協力病院の名称」 

協力病院の名称を記載するとともに、その協力の内容について記載すること。 

●「協力歯科医療機関」 

協力歯科医療機関を定めている場合には、「あり」に記すとともに、その名称及び

その協力の内容について記載すること。 

 

■介護予防サービスの利用者への提供実績 
●「利用者の人数」 

記入年月日の前月において、指定介護予防サービス報酬基準別表「指定介護予防

サービス介護給付費単位数表」に規定する「８ 介護予防短期入所生活介護費」の介

護報酬を請求した利用者について、年齢（65 歳未満、65 歳以上 75 歳未満、75 歳以

上 85 歳未満及び 85 歳以上）別に、要支援（要支援１及び２）に該当する者を記載

すること。 

●「利用者の平均年齢」 

利用者の平均年齢を記載すること。 

●「利用者の男女別人数」 

利用者について、男女の別に該当する者の人数を記載すること。 

 

■利用者の平均的な利用日数 
記入年月日を含む年度の前年度末月における当該事業所の利用者の延べ利用期間を、

記入年月日を含む年度の前年度末月における利用者数で除した数を記載すること。 
 



■介護予防サービスを提供する事業所、設備等の状況 
●「建物の構造」 

ａ 「建築基準法第２条第９号の２に規定する耐火建築物」 
当該事業所が建築基準法第２条第９号の２に規定する耐火建築物に適合する

場合には、「あり」に記すこと。 
ｂ 「建築基準法第２条第９号の３に規定する準耐火建築物」 

当該事業所が建築基準法第２条第９号の３に規定する準耐火建築物に適合す

る場合には、「あり」に記すこと。 
ｃ 「耐火又は準耐火建築物以外の建物であって、火災に係る利用者の安全性の確

保対策」 
指定介護予防サービス基準第 132 条第２項（ユニット型指定介護予防短期入
所生活介護にあっては第 153条第２項）の規定に適合する場合には、「あり」に
記すこと。 

ｄ 「地上階」 
当該事業所を置いている建物の地上の階数を記載すること。 

ｅ 「地下階」 
当該事業所を置いている建物の地下の階数を記載すること。 

●「報酬類型」 

以下の事項から該当するものを選択して記載すること。 

① ユニット型個室 
指定介護予防サービス報酬基準別表「指定介護予防サービス介護給付費単位

数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」「ロ ユニット型介護予防短期入所生
活介護費」に規定するもののうち、次のものをいう。 

「⑴単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費」の「㈠単独型ユニ

ット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）」 
「⑵併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費」の「㈠併設型ユニ

ット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅰ）」 
② ユニット型準個室 

指定介護予防サービス報酬基準別表「指定介護予防サービス介護給付費単位

数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」「ロ ユニット型介護予防短期入所生
活介護費」に規定するもののうち、次のものをいう。 

「⑴単独型ユニット型介護予防短期入所生活介護費」の「㈡単独型ユニ

ット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）」 
「⑵併設型ユニット型介護予防短期入所生活介護費」の「㈡併設型ユニ

ット型介護予防短期入所生活介護費（Ⅱ）」 



③ 従来型個室 
指定介護予防サービス報酬基準別表「指定介護予防サービス介護給付費単位

数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」「イ 介護予防短期入所生活介護費」
に規定するもののうち、次のものをいう。 

「⑴単独型介護予防短期入所生活介護費」の「㈠単独型介護予防短期入

所生活介護費（Ⅰ）」 
「⑵併設型介護予防短期入所生活介護費」の「㈠併設型介護予防短期入

所生活介護費（Ⅰ）」 
④ 多床室 

指定介護予防サービス報酬基準別表「指定介護予防サービス介護給付費単位

数表」「８ 介護予防短期入所生活介護費」「イ 介護予防短期入所生活介護費」
に規定するもののうち、次のものをいう。 

「⑴単独型介護予防短期入所生活介護費」の「㈡単独型介護予防短期入

所生活介護費（Ⅱ）」 
「⑵併設型介護予防短期入所生活介護費」の「㈡併設型介護予防短期入

所生活介護費（Ⅱ）」 
●「居室の状況」 

居室の状況について、個室、２人部屋、３人部屋、４人部屋及び５人以上部屋の

別に、その数及びその床面積を記載すること。 

●「共同便所の設置数」 

利用者の個室以外に設置された共同便所について、男子便所、女子便所及び男女

共用便所の数を記載するとともに、そのうち車いす等の対応が可能な便所の数をそ

れぞれ記載すること。 

●「個室の便所の設置数」 

利用者の個室の便所の数を記載するとともに、当該個室における便所の設置割合

及び車いす等の対応が可能な便所の数をそれぞれ記載すること。 

●「浴室の設備状況」 

浴室の総数を記載するとともに、個浴、大浴槽、特殊浴槽及びリフト浴に該当す

る数をそれぞれ記載すること。さらに、「その他の浴室の設備の状況」欄には、浴室

に関する留意事項等について記載すること。 

●「食堂の設備状況」 

食堂の設備の状況について記載すること。さらに、「利用者等が調理を行う設備状

況」欄には、利用者等が簡易な調理を行う設備を有している場合には、「あり」に記

すこと。 

●「消火設備等の状況」 

消火設備等の設備を有している場合は、「あり」に記すとともに、消火設備等の具



体的な内容を右の空欄に記載すること。なお、記載内容については、指定介護予防

サービス基準第 132 条第７項第４号（ユニット型指定介護予防短期入所生活介護に

あっては第 153 条第７項第４号）に規定する設備の基準等との整合性を図ること。 

 

■利用者等からの苦情に対応する窓口等の状況 
当該事業所又は当該事業所を運営する法人に設置している利用者等からの苦情に対応

する窓口の名称及び電話番号を記載すること。また、「対応している時間」欄には、当該

事業所の苦情の受付対応が可能な通常の時間帯を、平日、土曜、日曜及び祝日の別に記

載すること。また、「定休日」欄には、当該苦情の受付窓口の定休日を記載すること。さ

らに、「留意事項」欄には、必要に応じて通常以外の時間帯等を記載すること。なお、当

該欄に記載する窓口等は、１つとする。 
 

■介護予防サービスの提供により賠償すべき事故が発生したときの対応の仕組み 
利用者に対する介護予防サービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合におけ

る損害賠償を行うために、当該事業所が加入している損害賠償保険がある場合には「あ

り」に記すこと。 
 

■介護予防サービスの提供内容に関する特色等 
当該事業所の特色等について、その内容を概ね 400 字以内で記載すること。なお、記

載内容については、指定介護予防サービス基準第 142 条において準用する指定介護予防
サービス基準第 32条に規定する虚偽又は誇大広告の禁止を踏まえること。 

 

■介護相談員の受け入れ状況の有無 
当該事業所において、市区町村から派遣された介護相談員の受け入れを実施している

場合には、「あり」に記すこと。 
 

■利用者等の意見を把握する体制、第三者による評価の実施状況等 
●「利用者アンケート調査、意見箱等利用者の意見等を把握する取組の状況」 

利用者アンケート調査、意見箱の設置等により利用者の意見等を把握する取組を

実施している場合には、「あり」に記すこと。また、その結果を外部に開示している

場合には、「当該結果の開示状況」欄の「あり」に記すこと。なお、当該取組は、記

入年月日の前１年間において実施したものについて記載すること。 

●「第三者による評価の実施状況」 

第三者による介護予防サービス等の質の評価を実施している場合には、「あり」に

記すとともに、実施した取組の１つについて、実施した直近の年月日、実施した評

価機関の名称を記載すること。さらに、その結果を外部に開示している場合には、「当



該結果の開示状況」欄の「あり」に記すこと。 

 



５．介護予防サービスを利用するに当たっての利用料等に関する事項 
 

■予防給付以外のサービスに要する費用 
●「食事の提供に要する費用の額及びその算定方法」 

指定介護予防サービス基準第 135 条第３項第１号等に規定する食事の提供に要す

る費用の額及びその算定方法を記載すること。 

●「滞在に要する費用の額及びその算定方法」 

指定介護予防サービス基準第 135 条第３項第２号等に規定する滞在に要する費用

の額及びその算定方法を記載すること。 

●「利用者が選定する特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる費用の額及び

その算定方法」 

指定介護予防サービス基準第 135 条第３項第３号等に規定する利用者が選定する

特別な居室の提供を行ったことに伴い必要となる費用の額及びその算定方法を記載

すること。 

●「利用者が選定する特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる費用の額及び

その算定方法」 

指定介護予防サービス基準第 135 条第３項第４号等に規定する利用者が選定する

特別な食事の提供を行ったことに伴い必要となる費用の額及びその算定方法を記載

すること。 

●「理美容代及びその算定方法」 

指定介護予防サービス基準第 135 条第３項第６号等に規定する理美容代の額及び

その算定方法を記載すること。なお、当該費用の徴収等を行っていない場合には、

その旨を記載すること。 

●「当該介護予防サービスにおいて提供される便宜のうち、日常生活においても通常

必要となるものに係る費用（日常生活費）の額及びその算定方法」 

指定介護予防サービス基準第 135 条第３項第７号等に規定する指定介護予防短期

入所生活介護において提供される便宜のうち、日常生活においても通常必要となる

ものに係る費用の額（日常生活費）及びその算定方法を記載すること。なお、当該

費用の徴収等を行っていない場合には、その旨を記載すること。 

 

■社会福祉法人等による利用者負担軽減制度の実施の有無 
「低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実施について

（平成 12年５月１日老発第 474号）」別添２に規定する社会福祉法人等による生計困難
者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減制度事業を市区町村が実施してい

る場合であって、当該軽減制度を実施している場合には「あり」に記すこと。 


